[image: image1.emf]この子どもたちに定時制高校進学の道を！
――　(　憲法２６条　　すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を有する。―――



四百人以上（定時制高校３～４校相当）不足！


学級増で定時制二次募集枠を大幅に拡大し、希望する子どもたちに高校教育の機会を与えよ！





格差社会の広がりが子どもたちを直撃しています。


昨年度も、私学に二千人ものアキがあって、三次募集をしても埋まりませんでした。全日制に進学できなかった子どもたちが定時制に殺到して、定時制の二次募集で百八十七人が定員オーバーとなり、県教委が募集人員を九十一人オーバーして合格させましたが、六十六人が最終的に進学を断念させられました。


結果として、全日制への進学率が八十九・六％と３５年前の水準に落ち込み、全国最低、全く不名誉な結果となりました。多くの子どもたちの人生に大きな傷跡を残したことを行政は真摯に受け止めるべきです。


経済格差の広がりから子どもたちを守り、教育の機会均等の条件整備を徹底するのが行政の責任ではないでしょうか。


　　


松沢知事の責任重大！　　横浜市の協力もえて、全員合格できる学級増の緊急措置を！





(　知事が参加する「公私立高等学校設置者会議」で、①生徒の視点に立った定員計画を策定する　②全日制高校への進学実績を向上させる　③生徒一人ひとりの希望と適性に応じた進路を確保する　④公私間格差の是正を図る　ことが確認され、その初年度の失敗につづく二年目の重大事態です。


(　その原案協議の場で、全日制高校の定員不足による定時制の混乱を解決するためには、九百五十三人の定員増が必要であると県教委から提案されました。しかし、私学の代表者側から、急増期の県との約束と私学の定員割れを理由に拒否されました。


(　その際、知事は、公立なみの学費で私学にいけるように手立てをする。「全日制で救う」、全日制の進学率を上げる旨の約束をしています。





特に横浜地区が不足、「募集人員オーバー合格」で切り抜けられる人数を大幅に超えています。３～４校分の分校や分教室を再編校に新設して、子どもたちに希望を与える緊急措置を求めます。


　


根本的には、県立高校十一校削減の後期計画の中止、私学


助成、学費補助の増額、入学支度金制度新設を求めます。


　


( 県民が安心して子育てできる神奈川に！
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労働、　衆院憲法調査会の中山会長は、「今年十一月には自民党が憲法改正草案をだし、民主党も０６年までに改正案をだし、２００７年には戦後初の憲法改正が実現する」と豪語しています。





































































































































































































































































































































































































































































































(　自民党の改憲案は、９条にねらいを定め、｢自衛軍｣を書き込むとともに、その任務に「国際社会の平和」を明記しました。




















































































































































































































































































































民主党も、国連決議があれば海外での武力行使は可能だとして、その立場を改憲案に盛り込むとしています。公明党も「加憲」の名で改憲の流れに公然と合流しました。


(　憲法の「戦力不保持」「交戦権否認」が歯止めになって、イラクでも「武力行使」はできませんでした。


(　憲法９条をなげすてることは、アジアと世界にたいする不戦の誓い、国際公約を破り捨てることであり、日本の国際的信頼のはかりしれない失墜となるでしょう。


日本共産党は――


(　憲法改悪反対の一点で、立場の違いをこえて、広く国民の運動と力をあわせて、国民多数派をつくるためにがんばります。


(　「米軍再編」の名による基地強化・永久化に反対します。キャンプ座間への米軍第一軍団司令部の移転、池子の米軍住宅追加建設、横須賀の原子力空母母港化に反対し、基地のない日本をめざして、国民とともにたたかいます。


(　アメリカの先制攻撃の戦争に日本を参加させようという日米安保条約の侵略的変質に反対します。「日米安保条約をなくし独立・平和の日本を」という声が国民多数の意見になるように力をつくします。





戦争する国づくりを許さない


　(　教育基本法改悪、歴史教科書問題、「日の丸」｢君が代｣強制も｢海外で戦争する国｣づくり、人づくりをめざしてすすめられています。


　(　民主党も歴史をゆがめる教科書を擁護する質問を国会でしたり、「改憲と一体の教育基本法改正」を主張しています。


　　　｢お国のために｣命を投げ出してもかまわない日本人を生み出す」と公言する民主党議員もいます。





日本共産党は――


　(　「日の丸」「君が代」強制に反対し、歴史をゆがめる教科書や教育基本法改悪を許さないために全力をつくします。

















かながわ定時制・通信制・高校教育を考える懇談会　（連絡先）(　０４５－６８１－８４７８　　　　　　　　　　神奈川県職員労働組合総連合　　　　　　　　　　











(　公立高校全日制を志願しても入れない子どもが、今年も七千二百人。


(　私学にアキがあっても、私学にいけない子が急増。初年度納入金八十万円を超える高学費を払えないため。


(　そのため、定時制後期選抜で、千百二十四人の募集に千六百九十二人が志願し、五百六十八人がいき場がないという深刻な事態。


(　県教委が急遽、二百十人の募集定員枠拡大の緊急措置を発表したが、地理的に通学できない学校などを考えると三百八十～四百人を超える子どもたちが、進学を断念させられることになります。





エッ！


ほんと？
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